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論点５の詳細について
＜論点５ 産金学官連携の強化、司令塔機能の強化、政府の支援策の在り方＞

（１）オールジャパンでの国際標準活動の促進を図るため、有識者・専門家を交えた産金学官
連携の場の整備、データプラットフォームの構築、産金学官連携による国際標準組織への
人材供給

 オールジャパンでの国際標準への関心・取組の促進、人材育成、外部専門機関の活用、ガバナンス見直し、国際会議
への戦略的な人材派遣・人材融通・重要領域の適宜の見直し・動向モニタリング・情報共有・フォローアップ等を議論する
ための官民のフォーラムや、データプラットフォームについて検討する必要
【※他の各論点の検討とリンク】

（２）諸外国の事例を踏まえた我が国における国際標準活動の司令塔機能強化に向けた検討
     海外の体制を参考に、官民で戦略的に国際標準活動を進めていくための司令塔機能の在り方について検討する必要

【※他の各論点の検討とリンク】

（３）国際標準活動を促進するための効果的・効率的な政府支援の在り方
 既に様々な政府支援がなされている中、企業や業界で対応が困難な場面を踏まえつつ、限られた政府のリソースを
効果的に活用するための支援の在り方（複数年に亘る支援、研究開発資金における国際標準の組み込み、出張・
ロビイング等への支援）について検討する必要（※次回議論）
【※論点２・３・４の検討とリンク】

第５回（今回）は上記（１）・（２）を踏まえた施策の方向性の適否（3ページ）を議論いただ
きたい。
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論点５に関連する課題認識（各省レビュー/RFI/部会意見から抜粋）
項目 ご提供頂いた情報

各省
レビュー

 標準化活動においては、現在は大手テック企業やユーザ等も標準化活動に参加する等、ステークホルダーの増加や利害関係の多様化・複雑化が進
展しており、標準化活動に際して考慮が求められる要素が増加（総務省）

 標準化動向等について、関係者間に体系的に共有されておらず、我が国の国際競争力の確保等に向けて戦略的な活用が必ずしもできていない
（総務省）

 省庁や民間との連携が不十分なために国内の事務局による標準化活動等の情報収集が難しいことがあった（文科省）

RFI  産業分野ごとに独立して標準化の取組が進み、業界同士の共有・連携が出来ていない
 個々の民間企業の短期的な利益や業界団体、標準化団体を超えて、中長期的な全体最適・すり合わせの観点で、政府を中心に、民間企業、アカ
デミア、認定機関等、オールジャパンで連携して取り組むべき。自社事業への影響が不明確な段階から、自社の事業領域を超えて国際標準に関わる
必要があり、政府が多様な産業セクターに対する全体方針や政策の発信、官民連携促進等に向け、司令塔を明確化し、省庁連携を加速化すべき

 他国の市場ニーズやライバル国の動向等を把握し、また、社会課題解決型規格提案に対する影響分析体制、国際標準化を進めたい研究者と企
業・政府のマッチング、他国の賛同が得られる仲間づくりの手法の検討や諸外国とのネットワーク構築のための官民連携を

 気候変動やAI、サプライチェーンなどの、分野横断的で多くのTC／SCが関係し、従前の体制では対応できない事例が急増しており、多くの国内審議
団体の関係者や異なる分野の専門家が、標準化の共通課題や成功・失敗事例等、個別の分野を超えた有機的な情報共有を行う場・プラットフォー
ムを提供すべき。また、共通理解のため、サプライチェーン内での技術・製品・サービスの用語（nomenclature）と分類（taxonomy）の整合の確
保やサプライチェーン情報の可視化、さらに、競争法抵触の懸念を回避する観点から第三者（専門家）が関与する仕組みが必要

 企業が相談できる専門家窓口の設置が効果的
 国際標準化に取り組んでいる多くの団体のノウハウの共有。各団体や企業が参考になるよう、具体的な成功事例や失敗事例等について政府がハブと
なるなどして適時に情報が得られる仕組みを

国際標準
戦略部会に
おける委員
からの意見

 一民間企業だけでは非常に難しく、国全体としてエコシステムを作っていく必要がある
 全体的な司令塔の機能が必要ではないか
 多くの省庁が様々な取り組みを行っている。これだけ運動エネルギーが上がってきたからこそ、Go/No-goの判断や管制高地を見つける役割も含めた司
令塔的な役割が必要

 官民連携のプラットフォームの必要性は理解。但し、プラットフォームが自身でマネタイズして、自走するような仕組みにしないと箱だけになってしまう。
 最近は民間イニシアティブを中心とした国際的なソフト・ローへの展開があり、行政がどこまで主導することが望ましいか議論が必要。
 各省庁の連携は重要だが、リソースが限られていることを考えると、司令塔の在り方は慎重に検討すべき。JISC機能の強化に期待したい。
 規格の制定は長期に亘るため、人的なネットワークを長期的に構築する公的部署があるとよい。
 産学官が緊密に連携し、明確なビジョンの下で国際標準戦略を策定・実行すべき。各省庁の施策を総合的に調整し、我が国の国際標準戦略を俯
瞰的に策定・推進する司令塔を提言。

 一企業や一業界団体では解決困難な社会課題について、業界横断的な連携が必要。
 司令塔機能の中に、適合性評価の関係の機能を入れるべき
 踏み込んだ意見調整を行うのであれば、新たな組織体が必要ではないか。
 標準化のエコシステムをサポートするオペレーションシステムを考えるような組織が必要ではないか。
 マーケティング、ビジネス、R&Dなど様々なバックグラウンドが異なる人たちが集う組織を作り、いろいろなステークホルダーに共感しながら、大義の中で考
えていく場を作らないといけない。
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論点5 産金官学連携・司令塔機能の強化、政府の支援策 施策の方向性

 EUは官民連携の場及び司令塔として
ハイレベルフォーラムが機能

- 28のEU加盟国、27の標準化団体 と業界利害
関係者が参画

- 欧州委員会が欧州標準化年間作業計画を策定。
ハイレベルフォーラムは年間作業計画について助言し、
15の分野横断・業界ごとのワークストリームで標準化
の方向性を議論

 CEN/CENELCは標準策定に係る
データプラットフォームを提供

- 欧州規格や、規格に至らないワークショップ協定・
技術仕様、各国の国家規格の規範となる調和文書
や技術レポートがデータベース化

- エキスパートページでは文書提出・管理、プロジェクト
管理、投票等の標準化活動の情報が整理

 米国は政府が標準化の方向性を示し
つつ、領域別の検討ではフォローアップ
開示は不在

- USSG NSSCET及びロードマップはホワイトハウスが
発行。CET標準化の目標と取組みの方向性を示す

- 他方、8CETのうち、4つのみ情報開示。民間主導の
領域とNIST主導での標準開発や研究・開発を
行っているCETも存在

 中国は政府当局が主導し標準化の
方向性を規定

- 中国標準2035及び行動計画では国家市場監督
管理総局(SAMR)が司令塔となり、他の政府当局
が個別領域の取組みを推進。企業標準先駆者制
度を設け、企業の標準化活動インセンティブを創出

 司令塔として知財事務局(各省庁
の取りまとめ)が対応しつつも、領
域・国際機関の動向に関する横断
的なモニタリング・評価や戦略策定
を担う官民連携の体制が存在せず
- 国際・諸外国の動向を把握した上での
我が国注力案件や戦略を柔軟に見直す
（“官民リソースの追加”“負け戦からの
撤退”を含む）協議の場が不足

 国際標準の人材育成・確保の強
化の観点からリソースの共有や、リ
ソースを全体調整する機能が存在
せず

 既存取組みで網羅できない横断的
分野での対応不足のリスク
- 市場が定かではなく、あるいは各省の所管
も定かではないような新興・横断的分野は
対応から零れ落ちる可能性や、個社の
利害で対応すると経済安全保障上支障を
生ずるようなケースが想定

諸外国の取組み
（参考となる政策ベンチマーク）

日本の現状・課題

I) 「官民連携の場」および「司令塔機能
の強化」の検討

- 以下のような機能を念頭に、産金学官のメンバーが集まり、
対面で議論・審議する場の検討

（想定される主な機能）
 経済界・学術界・金融界への呼びかけによる意識改
革

 モニタリング（重要領域における国際標準動向把握
／今後我が国が影響力を確保すべき国際標準の
ポジション探索）統括

 フォローアップ
 重要領域の標準戦略のアドバイザリ
 新興領域や経済安全保障観点での戦略的標準化
案件の形成

 国際会議への人材供給、官民での国際連携
 認証等外部専門機関の評価 など

J) 知見やノウハウ、人材情報等を共有・
マッチングする取組の検討

- 他国や他の事例を参考に、情報管理に留意しつつ、国際
標準に係る優良事例や知見・ノウハウ、人材情報を共有
し、かつ、必要に応じて相談やマッチングの取組検討

国家標準戦略での施策の方向性
（既存施策の継続・拡充及び新規施策）
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参考資料
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論点５に関連する各省の主な取組



6 R6.12.20 国際標準戦略部会資料内閣府 知的財産戦略推進事務局 R6.12.20 国際標準戦略部会資料内閣府 知的財産戦略推進事務局 6

産学官連携の場の整備

第3回国際標準戦略部会（2024年10月20日）【資料1】各省の取組のレビューより

総務省
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産学官連携の場の整備

第3回国際標準戦略部会（2024年10月20日）【資料1】「各省の取組のレビュー」より

文部科学省
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産学官連携の場の整備

第3回国際標準戦略部会（2024年10月20日）【資料1】「各省の取組のレビュー」より

国土交通省
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データプラットフォームの構築

「「日本型標準加速化モデル」実現に向けた取組のフォローアップについて」（2024年4月17日）より

日本型標準加速化モデル

https://www.meti.go.jp/policy/economy/hyojun-kijun/jisho/20240417fu.pdf
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論点５に関連する諸外国の状況
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欧州における標準化戦略の執行体制（1/2）

執行体制図 （主要機関)

欧州委員会

密に連携

High-Level 
Forum（HLF）

 政策目標に基づき標準化の優先事項を設定し、
実施を監督・調整する役割を担う
• 標準化戦略の全体的な監督と調整
• 国際的な標準化活動への関与
• デジタルおよびグリーン移行の推進
• 標準化に関するガバナンスの強化

 欧州委員会の専門家グループとして、2023年1月
に設立。EUの政策や法律を支援する標準化の
優先事項を特定することが目的
• 欧州標準化に関する年次作業計画実施の支援
• 欧州標準化戦略の実施の主要活動の支援
• 標準化に関する具体的なボトルネックへの勧告

「シェルパ」
サブグループ

 標準有識者のフォーラムのメンバーの代表者で
構成されるフォーラムの主要な運営機関
• HLF参加メンバーから最大3人（グリーン、
デジタル、レジリエンスから1人ずつ）参加

• フォーラムによる承認のための技術的な準備を担う

 HLFで設置されたワークストリーム毎の具体的な標
準の開発・策定、それに係るアクションの検討
• 各ワークストリームの活動を主導しメンバーを調整
• ワークストリームの活動結果を報告書としてまとめ、
ハイレベルフォーラムに提出

リーダー
（例：CENELEC）

ワークストリーム

サポーティング
メンバー

進捗管理の方法

欧州
標準化戦略
EU Strategy on 

Standardisation

年次作業計画
Annual Union 

Work 
Programme

(AUWP)

年次活動報告
Annual Activity 

Report

ワークストリーム
個別レポート
Conclusions and 

recommendations, 
Report etc.

 2022年2月に策定。EUの政策目標を支えるために、統一
的で国際競争力のある標準を策定・推進し、デジタル化や
グリーン移行を加速させる枠組み
• 発行主体：欧州委員会
• 主要テーマ：「産業政策」と「標準」の連携／「研究開発」と
「標準」の連携／組織体制強化／人材育成強化／国際
連携強化

 欧州標準化戦略に基づき毎年の標準化優先領域が特定
• 発行主体：欧州委員会

- HLF：AUWPの優先順位付けのための推奨事項や
インプットを提供

• 2024年のAUWPでは、72の行動の中から優先政策が
特定（量子通信、サイバーセキュリティ、重要原材料のリ
サイクル、 EV充電インフラ、水素技術と部品 等）

 2023年末発行。HLFの活動のレビューと翌年の計画を公表
• 将来必要となる可能性のある標準化ニーズを特定。15
のワークストリームを創設。横断分野（Education and 
Skills 等）と個別分野（Wind Power 等）に分類

• 進捗はWS毎に定性的に管理。以下が項目
- Workstreamの重要性／取り組む課題／解決手段／タイム
スケジュール／期待された成果／実際の成果

 現在は5WSのみ公開。いずれも共通フォーマットはなく、
推奨事項の記載が目的
• 発行主体：各WS
• WS3 中小企業と市民社会の包摂性／WS6 低炭素
セメント／WS7 風力発電／WS14 データの相互運用
性／WS15 重要な原材料

欧州標準化戦略の実行では、ハイレベルフォーラムが重要な役割を担う。年次で定性的に進捗が管理

Source :Annual Activity Report 2023、 AUWP

https://ec.europa.eu/docsroom/documents/57654/attachments/1/translations/en/renditions/native
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=OJ%3AC_202401364
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欧州における標準化戦略の執行体制（2/2）
欧州委員会は2022年の欧州標準化戦略を元に毎年欧州標準化年間作業計画(AUWP)を策定。
優先事項を特定するため、2023年に委員会が設立したハイレベルフォーラム(HLF)から助言・合意を得る

欧州委員会

設立
(2023年1月)

年次作業計画
への助言

• フォーラム(年1~2回)と、実務的な議論を行うシェルパ
会議(年3~7回)が主要会議体

- フォーラムでの承認の準備の為、シェルパ会議は
実務的な作業や議論を行う

• 28のEU加盟国、27の標準化団体 (CEN, 
CENELEC等)と業界利害関係者
（BUSINESSEUROPE等）が参画

- シェルパはHLF参加メンバーとオブザーバー*から最
大各3人(グリーン、デジタル、レジリエンス担当) 
参加。57の国・団体から、最大171名が参加

• 15のワークストリーム(WS)に分かれ業界ごとに議論

• 2023年のHLF設立以降Annual Activity 
Report作成

- 15のWS毎に、行動目標と進捗を2~3ページず
つ記載。定量目標は見られない

•進捗の早いWSから個別レポートを作成
- 標準が与える貢献と、推奨事項をまとめる

• 2022年に欧州標準化戦略（EU Strategy on 
Standardization）を策定

• 2022年より欧州標準化年間作業計画(AUWP, 
Annual Union Work Programme)を毎年
作成

- 2024年は72の行動とその中から8つの戦略的
優先行動も特定。それぞれの目標、方針、成果
物の概要がまとめられた

- 上記の特定に際し、ハイレベルフォーラムから助
言・承認を得て作成

方針
・
戦略

進捗報告

進捗報告

議論内容

会議体
および
参加
メンバー

ハイレベルフォーラム(HLF)
WS WS WS WS WS WS WS WS

WS WS WS WS WS WS WS

• HLFは作業計画の優先順位付けの推奨や助言を行う
- 2023年、HLFはAUWPの84アクションの中から

74アクションを承認し、うち9アクションを優先事項
とする示唆を与えた

• 15WS毎に推奨事項をまとめ、個別にレポートを発行

* オブザーバーは欧州防衛庁（EDA）、欧州自由貿易連合（EFTA）Source :Annual Activity Report 2023、 AUWP 2024 委員会の専門家グループおよびその他の同様の団体の登録

https://ec.europa.eu/docsroom/documents/57654/attachments/1/translations/en/renditions/native
https://eur-lex.europa.eu/legal-content/EN/TXT/?uri=OJ%3AC_202401364
https://ec.europa.eu/transparency/expert-groups-register/screen/expert-groups/consult?lang=en&fromMainGroup=true&groupID=103332
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欧州：ハイレベルフォーラムにおける標準化の年間スケジュール
ハイレベルフォーラム(HLF)では年1回のフォーラムやサブ会議であるシェルパ会議を通し、欧州標準化年間
作業計画の推奨・承認事項を提供。欧州委員会はこれを元に年間作業計画の優先アクションを決定する
ハイレベルフォーラム(HLF)の年間計画(2024年)

欧州委員会の年間作業計画(AUWP)準備(2024年)

1月30日

3月7日

5月14日

9月13日

10~11月

欧州標準化規の評価に関
するセッション

第6回シェルパ会議

第7回シェルパ会議

第8回シェルパ会議

第3回ハイレベルフォーラム
会議

評価結果のプレゼンテーション、プロセスの
更新
標準化政策の優先事項に関する協議/
決定
2025年作業計画へのインプット
（書面手続き）

3回ハイレベルフォーラム会議準備

2025年作業計画提出の合意

1月

1月30日
~3月1日
3月22日

~4月30日
5月1日

~5月29日

5月30日

2025年AUWPの準備

フォーラムの協議
（EU調査）

AUWP 2025に
関する勧告案

勧告の最終化

2025年AUWPに
関する勧告

EU政策および立法の実施を支援する
標準の開発に関するアクション
フォーラムメンバーから重要なアクション/
コメント収集
コメントの処理、内部協議、翻訳、
カレッジによる決定

メンバーがコメント/意見を提出

フォーラムが最終版の勧告を承認

6~9月

11~12月

欧州委員会の
内部決定プロセス

採択

最終承認勧告が作業計画2025の草案
作成プロセスで考慮される

欧州連合官報で公表

日付 イベント 期待される成果

日付 アクション 内容

Q4 Annual Activity 
Report公表 各WSの進捗報告を中心に発表



R6.12.20 国際標準戦略部会資料内閣府 知的財産戦略推進事務局 14

欧州：ワークストリームの管理手法

ワークストリーム概要
• EU経済にとって戦略的重要な課題を、関係者主導の形式
で対処すること

•ニーズを予測し、イノベーター、投資家、市民社会、標準化
専門家といった関係者コミュニティをつなげること

•地政学的な問題や課題をEUの標準化アクションと関連付
けること

•関係者主導の形式で、特定の横断的な課題や標準化の
ニーズに対処するアプローチを策定すること

•問題を特定し、行動の方向性や実施計画の提案を行うこと
•他の文脈で行われている標準化作業や議論を補完したり、
意見を提供すること

目的

• WS1：教育とスキル
• WS2：基本的権利
• WS3：中小企業と市民社会の包摂性
• WS4：欧州規格と国際規格の整合
• WS5：国際レベルでの標準化への市民社会の参加拡大
• WS6：低炭素セメント 
• WS7：風力発電
• WS8：持続可能な都市
• WS9：グリーン電力システム
• WS10：クリーン水素
• WS11：太陽光発電
• WS12：人工知能
• WS13：デジタル製品パスポート
• WS14：データの相互運用性
• WS15：重要な原材料

WS
テーマ

進捗報告資料

年次活動
報告

（HLF）

WS個別
レポート

WSの活動は、HLFのAnnual Activity Reportの報告項目に加え、個別レポートを発行。
当該分野での標準化がもたらす業界への貢献と、標準化のための推奨事項をまとめた内容となっている

• HLF全体として年に1度発行。初年の2023年が最新
• 15のWS毎に、行動目標と進捗を2~3ページずつ記載。
記載する報告項目は大まかに設定され、目標の具体度、
スケジュール、達成等は各WSに委ねられ、定量目標は
見られない

•報告内容
• リーダー団体
•賛助団体
•本WSの重要性
•主要論点・取り組み
•年間アクション
•初期結果・期待される成果物・タイムライン
•進捗

•進捗が進むWS毎に順次発行。現時点で5つのWSから
発行される

• WS3 中小企業と市民社会の包摂性
• WS6 低炭素セメント
• WS7 風力発電
• WS14 データの相互運用性
• WS15 重要な原材料

•報告内容
• (必須項目)標準化を推進する上での推奨事項
• (任意項目)標準化の業界への貢献・役割・重要性
• (任意項目)構造・課題の詳細な解説・説明・分析

Source : Annual Activity Report 2023 、Conclusions and recommendations from the “Wind Power” Workstream 7、 HLF Workstream 14 on Data Interoperability - Final Report、Work Stream 15 on Critical
Raw Materials - conclusions and recommendations

https://ec.europa.eu/docsroom/documents/57654/attachments/1/translations/en/renditions/native
https://ec.europa.eu/docsroom/documents/57655
https://ec.europa.eu/docsroom/documents/58914
https://ec.europa.eu/docsroom/documents/59734
https://ec.europa.eu/docsroom/documents/59734
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CEN/CENELEC：標準データベース機能
Search Standards機能では、CENとCENELECによる欧州規格や、規格に至らないワークショップ協定
・技術仕様、また、各国の国家規格の規範となる調和文書や技術レポートがデータベース化されている

検索フィルタ

以下5タイプから選択
1. EN（European Norm* : 欧州規格)
2. CWA（CEN-CENELEC Workshop Agreement : CEN-

CENELECワークショップ協定）
- CEN/CENELECワークショップで開発・承認された協定。開発は
迅速かつ柔軟だが、欧州規格の地位や義務を伴わない

3. TS（Technical Specification : 技術仕様）
- 正式な規格(EN)に至らない場合や、将来的な調和を見越して
複数の代替案が共存する必要がある場合や、実験的な状況や
進化する技術に対する仕様を提供する規範文書

4. HD（Harmonization Document : 調和文書）
- 規制と標準化を調和するための規範文書。各国はHDと同等の
国内規格を公開することができ、矛盾する国内規格は撤回され
る。 IECで開発されCENELEで採用・発表される (CENには無し)

5. TR（Technical Report : 技術レポート）
- 標準化作業の技術に関する情報を提供

成果物
タイプ

委員会コード、又は委員会タイトルから検索委員会

CEN、又はCENELEC、およびその両方の標準を検索策定団体
フリーワード検索。英語、フランス語、ドイツ語から選択キーワード

関連する200弱の法令から選択法的枠組み

* Normはフランス語で標準・規格    出所 : CEN - CENELEC - Search standards 成果物の種類 ハーモナイゼーション文書(HD) ICS一覧 | 日本規格協会 JSA Group Webdesk 横河電機標準化戦略センター

Search Standard画面

予備段階、ドラフト中、承認中、問合せ中、承認済、公開済、撤回の
7ステイタスから選択ステイタス

ICS(国際規格分類。ISO作成の文書分類構造)のレベル3まで選択
可能。レベル1は40、レベル2は392、レベル3はレベル2の144を909に
分類。業界分類だけでなく、業界横断の”総論・用語・標準・資料””
サービス・経営組織・管理・品質””試験”等のプロセスの分類も含む

ICS

100の業界から選択活動分野
SDGs16項目に加え、”GX・DXを支える欧州規格”の計17から選択SDGs

CEN/CENE
LECの委員
会のもののみ
閲覧可能

規格だけでなく、ワーク
ショップ協定・技術仕様、
調和文書、技術レポー
トも閲覧可能

公開済だけでなく、
予備段階から撤
回済のものまで
閲覧可能

セールス
ポイント
のリスト
へリンク

https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=CEN:105::RESET::::
https://www.cencenelec.eu/european-standardization/european-standards/types-of-deliverables/
https://boss.cenelec.eu/fadel/pages/hd/pages/
https://webdesk.jsa.or.jp/books/W11M0360/index
https://www.enaa.or.jp/?fname=DX2022-5S.pdf
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CEN/CENELEC：標準データベースの検索結果/公開内容
検索結果より規格の概要や策定委員会の詳細情報(ワーキンググループ、作業計画、公開規格)が閲覧可
能。但し、本ツール内で購入はできず、CEN/CENELECメンバーである各国標準団体のリストにリンクされる

セールスポイントページ

規格概要ページ 規格策定委員会ページ
委員会名

当該規格が貢献するSDGs

当該規格の関連する法律

当該規格のプロジェクト概要
当該規格の推進状
況とその実施日

他の規格との関係性

当該規格のセールス
ポイント(購入できる
各国標準団体)のリ
ストへリンク。
各規格に対応してい
る国の標準団体での
み購入可能。

委員会名

委員会のスコープ

事務局となる標準化団
体、CCMC担当者、ビ
ジネスプラン、活動分野

委員会で行われる目的別ワーキンググループ

委員会で行われるプロジェクトとその進捗状況

委員会で策定・公開された規格

出所 : CEN - CENELEC - Search standards CEN ISO/TR 41013:2021 CEN/TC 348 - Facility Management

https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=CEN:105::RESET::::
https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=205:110:0::::FSP_PROJECT:71437&cs=13704936721FF72A9E2256D14FE2E2733
https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=205:7:0::::FSP_ORG_ID:414882&cs=152D425A648A9FAC3FEFFBB52648811CC
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CEN/CENELEC：規格以外の提供ツール

出所 ： CENエキスパートエリア - Experts CEN ユーザーガイドとテンプレート - Experts CEN

エキスパートページに、文書提出・管理、プロジェクト管理、投票等の標準化活動に便利なアプリや、CENや
ISO指定形式のドキュメンテーションのガイダンスや各アプリのユーザーガイドも一覧で紹介

アプリケーションとサービス ガイダンス・ユーザーガイド
文書提出・管理、プロジェクト管理、投票、標準化活動DB、電子
翻訳、会議支援、課題管理等の標準化活動に便利なアプリ一覧

CENやISOの指定形式のドキュメンテーションのガイダンスや各アプ
リのユーザーガイドも一覧で紹介

https://experts.cen.eu/
https://experts.cen.eu/trainings-materials/user-guides-templates/
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CEN/CENELEC：会議・トレーニング情報
CEN/CENELEC/ETSIや各委員会で開催される会議・ワークショップ・トレーニング・ウェビナーに関する
情報もデータベース化され検索可能

出所 ： 会議・イベント情報 - Experts CEN

会議・ワークショップ例 トレーニング・ウェビナー例

https://experts.cen.eu/trainings-materials/events/
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CEN/CENELEC：問い合わせ窓口

出所 : 管理センター - CEN-CENELEC お問い合わせ一覧 - CEN-CENELEC CENエキスパート向けお問い合わせフォーム - Experts CEN Contact us - Experts CENELEC

CEN/CENELICの活動の推進・日常業務はブリュッセルのCEN-CENELECマネジメントセンター(CCMC)
で行われる。CCMCには80名が在籍し、担当毎に複数の問い合わせ窓口が存在

各種問い合わせ窓口 エキスパート向け問い合わせフォーム

一般情報 info@cencenelec.eu

メディア連絡先 media@cencenelec.eu

IT ヘルプデスク itsupport@cencenelec.eu

研究プロジェクトヘルプデスク research@cencenelec.eu

CEN 環境ヘルプデスク 
(CEN/EHD) cen.ehd@cencenelec.eu

ウェブ会議 webconf@cencenelec.eu

フィードバック
(改善の提案、苦情、賛辞) quality@cencenelec.eu

CEN
エキスパート https://experts.cen.eu/contact-us/

CNELEC
エキスパート https://experts.cenelec.eu/contact-us/

エキスパート向けのデータ、IT、WEB会議に関するエキスパート向け
の問い合わせフォームも存在

CEN/CENELEC共通で、担当毎に複数の問い合わせ窓口が存在

https://www.cencenelec.eu/management-centre/
https://www.cencenelec.eu/management-centre/contact-us/
https://experts.cen.eu/contact-us/
https://experts.cenelec.eu/contact-us/
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CEN/CENELEC：専門家DB・参加者リスト
CEN/CENELICには20万人の専門家が参加しているが、専門家を探すデータベースは見られない。
参加メンバー34カ国のリストから各標準化団体にアクセスして探す必要がある

CEN/CENELECに参加する専門家情報 委員会を担当専門家情報
•業界、協会、行政、学界、社会組織の20万人超えの専門家が

CEN/CENELECのコミュニティに参加

• CEN/CENELEC には共に34カ国の国家メンバーごとに 1 つの標準
化団体が登録・参加されており、それぞれの団体へのリンクが記載さ
れているが、専門家へのリンクは存在しない

専門家の連絡先ではなく、
各標準団体のトップペー
ジに遷移する

•委員会の紹介ページにも、専門家の連絡先ではなく、CEN-
CENELECマネジメントセンター(CCMC)の担当者の連絡先のみ
表示

CEN/CENELEC参加者リスト

委員会紹介ページ 事務局のリンクは担当
する各国標準化団体の
紹介ページに遷移する

連絡先のリンクはCEN-
CENELECマネジメントセン
ター(CCMC)の担当者に遷
移する

出所 : CENコミュニティ - メンバー一覧 CENELECコミュニティ - メンバー一覧 CEN/TC 348 - Facility Management

https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=CEN:5
https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=CENELEC:5
https://standards.cencenelec.eu/dyn/www/f?p=205:7:0::::FSP_ORG_ID:414882&cs=152D425A648A9FAC3FEFFBB52648811CC
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CEN/CENELEC：専門家の集まる総会

出所 ： 2023年欧州標準化委員会 CEN-CENELEC年次総会 - 2024年6月 アニュアルレポート2023 ニュースリリース(年次報告書2023) 戦略2030

2024年CEN/CENELEC総会概要 Annual Report 2023

• 2024年6月24日〜27日時期

• オランダ-アムステルダム
- ホスト: オランダ王立標準化研究所(NEN)
- 2023年はセネガルのホストでベオグラードで開催

開催国

• CEN/CENELEC役員共通セッション(1日目)
- 管理委員会の会議

• CEN取締役会、CENELEC取締役会(1日目)
- 合同、及び個別会議、二国間階段等多数

•代表団長セッション(2日目)
- 全代表団リーダーによる非公開セッション、全代表者
の合同セッション

•第60回CEN総会、第66回CENELEC総会(2日目)

• CEN臨時総会、 CENELEC臨時総会(3日目)

開催
会議

総会はCEN/CENELIC合同で年1回、３日間を通して開催される。総会当日にアニュアルレポートも公開

•第60回CEN総会
•第66回CENELEC総会主会合

•欧州産業のGXを支援し、新しいクリーンテクノロジーと
持続可能なエネルギー源の開発を促進する

•経済の全セクターのデジタル変革の中核となるICT標準
を使用して、欧州のDXに積極的に貢献する

• CENとCENELECの共同戦略2030の継続的な実施
- 戦略2030は2021年から2030年までの5つの戦略
アジェンダを掲げる長期目標

•標準化システムをより包括的で世界に開かれたものにし、
産業界と市民社会のニーズをより満たす努力を継続

ハイ
ライト

•  2024年6月26日
- CEN/CENELEC総会当日発行

定量
報告

https://www.ats.rs/en/news/2023/07/the-cen-cenelec-2023-general-assembly-was-held
https://am2024.cencenelec.eu/
https://ar2023.cencenelec.eu/
https://www.cencenelec.eu/news-and-events/news/2024/publications/2024-06-26-annual-report-2023/
https://www.cencenelec.eu/european-standardization/strategy-2030/
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米国：USG NSSCET 「重要技術・新興技術国家標準化戦略」
2023年版ではCET(重要・新興技術)8分野と、世界経済と国家安全保障に影響を与える6項目を特定し
この強化のために、4つの目標とそれぞれに紐づく8つのLine of Effort (LOE)を定義している

重要技術と新興技術 (CET)
1. 通信およびネットワーク技術
2. コンピューティング、メモリ、ストレージを含む半導体およびマイク
ロエレクトロニクステクノロジー

3. 人工知能と機械学習
4. バイオテクノロジー
5. 測位、ナビゲーション、タイミング サービス
6. デジタルアイデンティティインフラストラクチャと分散型台帳技術
7. クリーンエネルギーの生成と貯蔵
8. 量子情報技術、量子力学

概要

• 2023年版では中国などの戦略的競争
相手との技術開発競争の観点から、
CETの国際標準策定の重要性を認識

• CET(重要・新興技術)8分野を国際標
準策定に取り組み、これを強化するため
に、4つの目標とそれぞれに紐づく8つの
Line of Effort (LOE)を定義している。 
 4つの目標、8つのLOEの中での定量
的な言及は「目標1：投資」のみに
留まり、他は定性的な目標のみ

 CETは2年毎に18の省庁が集まる
国家科学技術会議 (NSTC) ファス
トトラックアクション小委員会により更
新される (別ページで詳細説明)

内容

•ホワイトハウス発行者

• 2023年5月4日の発表が最新
• 2020年5月にも発表発行年度

CETと世界経済と国家安全保障に影響を与える技術(2023年版)

出所 ： US-Gov-National-Standards-Strategy-2023.pdf、バイデン米政権、重要・新興技術の標準策定戦略のロードマップ発表 | ビジネス短信 ―ジェトロ、バイデン米政権、重要・新興技術の標準化に関する国
家戦略を公表| ビジネス短信 ―ジェトロ、 FACT SHEET: Implementing the National Standards Strategy for Critical and Emerging Technology | The White House

世界経済と国家安全保障に影響を与えると各省庁が判断した技術
1. 自動化および接続されたインフラストラクチャ
2. バイオバンキング
3. 自動化、接続、電動化された輸送
4. 重要な鉱物のサプライチェーン
5. サイバーセキュリティとプライバシー
6. 炭素回収、除去、利用、貯留

https://www.whitehouse.gov/wp-content/uploads/2023/05/US-Gov-National-Standards-Strategy-2023.pdf
https://www.jetro.go.jp/biznews/2024/08/ba9e0d78ab502465.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2023/05/bb9843a760ef79a9.html
https://www.jetro.go.jp/biznews/2023/05/bb9843a760ef79a9.html
https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2024/07/26/fact-sheet-implementing-the-national-standards-strategy-for-critical-and-emerging-technology/
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米国：CET別の標準化活動

国務省のプロファイルに基づき、NISTが
民間と連携し関与計画やAIリスク管理
フレームワークを策定。このフレームワー
クが国際標準に組み込まれる

• 人工知能と人権に関するリスク管理
プロファイル

- 国務省が、人権を尊重しAIを設
計・開発・展開・使用・管理のため
の実践的なガイドとして発表

• AIにおける米国のリーダーシップ：技
術標準および関連ツールの開発への
連邦政府の関与計画

- 米国のAI標準開発活動への深く
一貫した長期的な関与について、
NISTが公共と民間の意見を取り
入れ、2019年発表

• AI リスク管理フレームワーク (AI
RMF)

- NISTがAIコミュニティと連携し、自
主的なAIリスク測定のガイダンスと
して2023年1月発表。主要概念
は国際標準に組み込まれる

NISTは公募を通じて、量子暗号の標
準となるアルゴリズムを募集。6年半以
上の選考・開発を経て、4組が標準とし
てリリースされ、さらに2つも追加で採用

• ポスト量子暗号標準化の提案募集
- 2016年NISTは、量子コンピュー
ターを攻撃から保護するアルゴリ
ズムの暗号化方法の公募を開始

- 6年半以上の選考・開発を経て、
2023年8月、2024年の2回に分
けて、勝者4組のアルゴリズムをリ
リース。追加で2組も選考された

- これらは、連邦情報システムの量
子暗号標準の基礎として検討さ
れ、民間部門による自主的な採
用にも利用可能になる

民間との連携開発型 公募開発型 NIST主導の標準開発
AI・機械学習 量子情報技術 バイオテクノロジー先進ワイヤレス通信

NISTのラボラトリープログラム材料測
定研究室において、バイオテクノロジー
の研究、標準の開発が行われる

• 学界・民間とのコラボレーションを通じ
た標準開発を主導

- 学界・民間とのコラボレーションを通
じ、NIST は細胞量測定を比較す
る初のフレームワークの開発を主導

- 他12以上の標準を主導・支援

• ISO/TC 276:バイオテクノロジーの米
国技術諮問グループ(US TAG)

- NISTは、バイオテクノロジーの全分
野の標準を策定するUS TAGの議
長を務める

• 新しい標準のニーズの特定
- NIST主導で幅広い利害金記者と
協力し、必要な標準を特定・評価
している

8つのCETのうち、まとまった情報が開示されているのは以下の４つ。民間主導のイメージが強いが、NIST
の主導による標準開発や公募による選定、NIST内で研究・開発を行っているCETも存在

NISTは、信頼できる通信および測定
標準の開発のための独立した公平な
取りまとめ役であると共に、ワイヤレスエ
コシステムを厳密に測定およびテストし、
業界の標準開発を支援。業界はこれに
依存

• 通信技術研究所(CTL)
- NISTのCTLでは、標準、高度通
信、アプリケーションの研究を行う 

- CTLは新興通信技術を定量的に
特性評価・測定技術を提供し、産
業界はこれに依存している

• NextGチャネルモデルアライアンス
- NextGネットワークの測定・較正・
チャネルモデリングアプローチを推進
するためNISTが2015年に設立。
300超の参加者が集まる

ガイドライン
・フレーム

コンソーシ
アム主催
公募研究 関与計画

開発主導 ガイドライン
・フレーム

コンソーシ
アム主催
公募研究 関与計画

開発主導 ガイドライン
・フレーム

コンソーシ
アム主催
公募研究 関与計画

開発主導 ガイドライン
・フレーム

コンソーシ
アム主催
公募研究 関与計画

開発主導

出所 ：ファクトシート:NISTと米国政府の重要技術および新興技術に関する国家標準戦略 |NIST、通信技術研究所 |NIST、NextGチャネルモデルアライアンス |NIST、他CET別紹介ページに記載

https://www.nist.gov/standardsgov/fact-sheet-nist-and-united-states-government-national-standards-strategy-critical-and#awc
https://www.nist.gov/ctl
https://www.nist.gov/ctl/nextg-channel-model-alliance
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中国における標準化戦略の執行体制

執行体制図 （主要機関)

中国標準2035は、SAMRが司令塔となって各部門と連携。SACが標準化の全体的な管理を担う

中国共産党中央
委員会

国務院
各部門

国家市場監督
管理総局
（SAMR ）

国家標準化管理
委員会（SAC）

標準技術管理司 標準革新管理司

• 科学技術部
• 公安部
• 商務部
• 工業情報化部
等

中央弁公庁

地方等へ密に連携

国家市場
監督管理総局
（SAMR）

国家標準化
管理委員会
（SAC）

標準技術
管理司

標準革新
管理司

 2018年に設立された国務院直属の正部級機関であり、市場の
総合的な監督管理を担当。標準化戦略の管理を担う
• 市場の総合監督管理：市場監督に関する法律や規則の起草、
政策策定 

• 品質と食品安全の監督：製品の品質管理、安全性を監督
• 計量と標準化の推進： 計量制度の整備、標準化活動の
推進、検査・検測の管理、全国的な認証認可の統一管理

 国務院のもと、2001年4月に設立。中国標準化作業の
統一的な管理、監督、および全体的な調整を行う
• 国家標準計画の提供、国家標準の承認および公開、標準化ポリ
シー、管理規則、プログラム、発表などの重要な文書の審議・公開

• 必須の国家基準を公衆に通知
• 業界、地域、組織、企業に関する標準業務を調整、指導、監督
• ISO、IEC及びその他の国際または地域の標準化組織に参加
• 国際標準協力協定への署名・実行
• 国務院の下での標準化調整メカニズムの日常業務

 標準化関連の法律・法規、方針・政策の立案、国家標準の
制定・改訂を担う。利害関係者で構成
• 標準化戦略、計画、ポリシーおよび管理システムを策定、実施
• 強制国家規格、推奨国家規格（標準サンプルを含む）、国際
ベンチマークおよび調達に関連する業務

• 強制国家基準の違反などの違法行為の調査
• 国家専門標準化技術委員会の運営

 業界標準と地方標準、ISO、IEC等、他国や地域の標準化
組織に関する業務を担う
• 業界標準、地域標準、グループ標準、企業標準、および国際標
準策定への参加、組織化に関連する業務

• 国際標準化機構、国際電気標準会議、その他の国際または地
域の標準化組織などを組成し、参加

1

2

3 4

1

2

3

4

出所 :中国政府公開情報よりオウルズ作成
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中国：企業標準先駆者制度（ 「国家標準化発展綱要」詳細）

出所：: 国家标准化发展纲要、新浪财经、扫描文稿 (qybzlp.com)、企业标准领跑者官网 (sina.com.cn)、中国国家標準化
研究所「21省市企业标准“领跑者”制度激励政策一览表」、からオウルズコンサルティンググループ作成

優れた企業標準を認定することにより、標準の
高水準化を促し、製品・サービスの品質を向上
（「国家標準化発展綱要」等方針合致）

設立目的

実績（2021年）

2017年 制度提案
2018年 国家市場監督管理総局など8部門が
 制度実施に関する意見発表
2019年 第一陣「企業標準先駆者リスト」発表

運用体制・
意思決定方法

設立経緯

複数の外部評価機関からなる専門家委員会が
組織され、優れた企業標準を選定
 外部評価機関・評価計画は公募決定
 基準と評価計画に基づいて選定を実施

実施事項

毎年発表される重点分野に基づいて、
「企業標準先駆者リスト」を作成

リスト掲載の規格に基づいて、製品を
認証する取り組みを試験的に開始

複数の省・市おいて、 「企業標準先駆
者」と連携した政策を打ち出し

リスト
作成

製品
認証

政策
連携

 年次大会にて「企業標準先駆者リスト」を発表
 農業、消費財等の202の重点分野を設定
 サービスを優先的に政府調達に用いるように奨励
 2023年には実装範囲が265の主要分野に拡大

 試験的な製品認証の取組を実施

 家電製品、業務用冷凍設備分野等で、215製品を登録

 21の省・市で 「企業標準先駆者」制度と連携した政策を策定

例1：「企業標準先駆者」の基準を満たす製品・サービスを
優先的に政府調達に用いるように奨励 
（江蘇省、陝西省、山西省、浙江省等）

例2：金融機関が「企業標準先駆者」企業に対する
融資等を行うことを奨励・支援
（北京、江蘇省、陝西省、山西省、广西省等）

例3：「企業標準先駆者」企業の科学技術投資を支援
 （广西省、貴州省）

優れた企業標準を認定し優遇措置を取ることで、企業の標準化活動インセンティブを創出
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